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わが国において、避妊、出産などに関わる個人的事柄の決定は、人格
的自律権ないしは自己決定権(一定の個人的事柄について公権力から干
またはプライヴァ渉されることなく自ら決定することができる権利)、
シーの権利の領域に属するものとして 13条の幸福追求権による保護の
問題となりうるが(1)、合衆国最高裁は近年の判決において、これらの事柄
はある種の associationの権利、すなわち“freedomof intimate associa-
tion" によって保護されることを示唆した。この権利を明確に認めた
Roberts v. United States Jaycees (1984年)判決は、「ある種の親密な
人間関係Jはこの権利によって保護されるとして、従来一般的にプライ
ヴァシ」の権利によって保護されると理解されてきた避妊、出産、結婚、
子供の教育と養育、親族との悶居などにまつわる利益が、この権利の保
護の考躍に価すると位置づけたのである。そして、これら以外の利盤も
「高度に個人的な[人間]関係Jにまつわるものであれば、この権利によっ
て保護されることを示唆した。
個人的に重要な事柄に関する自己決定の問題は、近年日本でもよく議
論されてきており (2にかかる問題意識から“freedomof intimate associa-
tion"について検討を加えることは、わが国の議論にとっても参考にな
るところがあると思われるので、以下、この権利についていくらかの考
察を試みるものである。
?
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( 1 ) 自己決定権の問題として捉えるものとしては例えば、佐藤幸治『憲法
[新版J.l412貰(青林書院、 1990)。佐藤教授はこのような権利をプライ
ヴアシーの権利の一部として捉えることに対しては、「権利はその内突が
明確で同質的であることを本来の性質とするJ(同409頁)という理由か
ら反対しておられる。なお、本書では、この権利は便宜上、「自己の生命・
身体の処分にかかわる事柄j、「家族の形成・維持にかかわる事柄」、「リプ
ロダクションにかかわる事柄」およびi[身なり、喫煙、危険行為などの]
その他の事柄jに分けて説明されている。またプライヴアシーの権利の問
題として捉えるものとしては例えば、榎原猛『憲法j135-136頁(法律
文化社、 1986)。なお、プライヴアシーの権利に関するわが国の先駆的研
究として、阪本昌成「道徳、とプライパシー(1)(2)(3)J政経論尊重23巻1・5・6
号、 24巻4・5号(1973-74)、および橋本公夏「プライヴァシーの権利Jrア
メリカ議法の現代的展開 1人権.13頁以下(東京大学出版会、 1978)等
参照。
五
(2) 憲法上の自己決定権に関わる近時の論稿として例えば、佐藤幸治「人
間の具体的生活の中の憲法」佐藤幸治・初宿正典編『人権の現代的諸相J
2頁以下(有斐閣、 1990)、竹中 勲「生命に対する権利と憲法上の自己
決定権」同24頁以下、佐藤幸治「憲法学において『自己決定権』をいうこと
の意味H法哲学年報一九八九現代における個人一一共同体一一国家J
76頁以下 (1990)、内野正幸『憲法解釈の論理と体系.1314頁以下(日本評
論社、 1991)等を参照。また、総合的研究としては、山田卓生『私事と自
己決定j(日本評論社、 1987)を参照。
2.親密な結合の自由
「親密な結合の自由JRoberts判決と第 l項
1984年合衆国最高裁は、 ]ayceesすなわち青年商工会議所が有する、
女性を加入させないという内部規約は憲法によって保護されないと判示
した Robertsv. United States ]aycees判決∞において、次のような見
解を示した。すなわち合衆国憲法の解釈上、二つの異なった意味におい
て“freedomof association 
intimate association"であり、第2に“freedomof expressive associa-
tion"である。前者はある種の親密な人間関係ないし人的結合の形成、維
持に関わる自由であり、後者は修正第1条によって保障された諸活動(言
に携わるための結社の自由である。そ論、集会、請願および宗教行為)
これらの自由がどの程度関わってくるかによって、憲法的保護のして、
性質と程度が異なるという (2)。
??????
本稿では Roberts事件判決において新たな解釈が展開されたこれら
二つの“freedomof association"の内、“freedomof intimate associa-
tion"すなわち「親密な結合の自由」の法理について検討してゆくが、そ
の前に Roberts事件の事実を以下に紹介する側ヘ
Roberts v. United States Jaycees， 468 U.S.609，104 S.Ct.324(l984) 
The United States Jayceesは、 1920年、青年商工会議所(The[事実]
Junior Chamber of Commerce)として設立された 29万5千人の会員数
を擁する全米的な非営利法人である。会員は正会員と準会員に大別され、
正会員は 18才から 35才までの男性に限られており、女性やそれ以外の
人々は準会員にしかなることはできない。その定款によれば、Jayceesの
目的は「青少年の市民的組織の成長と発展を促進Jし「個々人の発展と
達成のために機会を提供」することであるが、実際的には、慈善、スポー
ツ、健康に関する地域的プログラムのみならず、会員の経営能力や財産
管理を向上させるためのプログラムも実施されていた。
1974年と 75年にミネソタ州内の二つの地方支部が、女性に対して正
これに対して全国組織は、定款違反を理由に会員資格を認めはじめた。
その会員の全国組織の役員になる資格の剥二支部に対する制裁として、
奪等を行ない、 1!"_~8 年には二支部の廃止を検討している旨の通達を行
なった。そこでこ支部はミネソタ州人権局に対して、「全国組織の定款は
人種・・信条・・性別を理由として公共の利用に供されている場(aplace 
of public accommodation)における商品・サービス・施設・特典・利
益および便宜の十分かつ均等な享受をどの個人に対しでも否定すること
は不当な差別」であると規定する州人権法(HumanRights Act)に違反
するとして訴えた。調査の後、州人権局はこれを認め、全国組織に対し
そこで全国組織は、州法の適用は、組織に対て制裁の停止を命令した。
して女性を正会員として受け入れることを要求することによって、男性
の正会員に対して保障された憲法上の言論および結社の権利を侵害する
??????
として、同法の執行の停止を求めて連邦地方裁判所に訴えを起こした。
同連邦地裁はこの請求を却下した(534F. Supp. 766 (1982))。だが連邦
この判決を破棄した(709F.2d. 1560 (1983))。その理由控訴裁判所は、
は、団体がその会員を選択する権利は、合衆国憲法修正1条上の結社の
この権自由によって保揮されており、 Jayceesに対する州法の適用は、
というものであった。利を直接的かつ実質的に侵害する、
これに対し、合衆国最高裁は、女性を正会員として受け入れることを
要求する同州法は Jayceesの“freedomof association"を侵害しないと
(プレナン判事の法廷意見。パーガ}、して 7対Oで原判決を破棄した
ブラックマン両判事不参加)。
設
( 1 ) See Roberts v. United States ]aycees， 468 U.S.609 (1984). 
( 2) Id. at 617-618. 
(3) Roberts判決を紹介したものとしては、例えば、木下毅「最近の判
例:男性会員の結社の自由と性差別」アメリカ法211頁以下(1987);木
下智史「私的クラブにおける性差別禁止と『結合の自由jJ判例タイムズ
564号50頁以下(1985)等がある。なお、“freedomof intimate association 
について、前者は「親密な交際の自由」の訳語を、後者は「親密な結びつ
きの自由」の訳語を充てているが、本稿では本文のように「親密な結合の
自由jの訳語を充てることにする。
( 4 ) “freedom of association"に関する論稿として、木下智史「アメリカ
における『結社の自由Jの概念」佐藤幸治・初宿正典編『人権の現代的諸
相j189頁以下(有斐問、 1990)参照。なお、“freedom of expressive 
association"については拙稿「アメリカ合衆国における f表現のための結
社の自由.U筑波法政13号207頁以下(1990)を参照されたい。
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と深〈関わる 4判例f親密な結合の自由J第2項
最高裁は Roberts判決で、「最高裁はこれまで長い間にわたって・・・・
ある種の高度に個人的な関係の形成と維持に対して、州による不当な干
渉からの実質的な庇護を与えなげればならない旨、承認してきたJOlと述
べ、高度に個人的な関係の例として家族関係に関わる事例を挙げた。そ
しである種の条件において家族以外の関係も「親密な結合の自由」によっ
て保護されることを示唆したω。すなわち、間判決は、この権利が問題に
なり得る例として、結婚(Zablickiv. Redhail(町、出産(Careyv. Popula-
tion Services Int'l_(4) )、子供の養育と教育(Smithv. Organization of 
Foster Familiesω)および自己の親族との同居(Moorev. East Cleve-
これらの家族関係以外の3つの基準を示して、を挙げ、次に、land(6)) 
ケースにも「親密な結合の自由Jを認め得ることを示唆したのである。
この 3つの基準とは「比較的規模が小さいことj、「当該関係の開始、維
持にあたっての高度の選択'性」、および「その関係の重要な局面におげる
他者からの隔絶」というものであり、「概してこれらの性質を有する関係
のみが人格的自由(personalliberty)の本質的要素としての freedomof 
association Jの保護の考慮に値するというのω。
以下、まずRoberts判決でこの権利の保障が問題となる関係だとされ
た結婚、出産、子供の養育と教育、親族との同居に関する近年の4判例
この権利の判例上の位置づげ、「親密な結合Jの性格、およを見た後に、
びこの権利の保護の射程につき検討する。
註
( 1) 468 U.S.609， 618‘ 
( 2 ) Id.at 618， 620 
( 3 ) 434 U.S.374， (1978). 
( 4 ) 431 U.S.678 (1977).なお、本件を紹介したものとして阪本昌成「最
近の判例:Carey v. Population Services International， 431 U.S. 678 
(1977) Jアメリカ法304頁以下(1979):同『プライヴァシー権論Jl43頁
以下(日本評論社、 1986)等参照。
( 5) 431 U.S.816 (1977) 
( 6 ) 431 U.S.494 (1977) (plura1ity opinion). 
( 7 ) 468 U.S.609， 619， 620. 
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( 8 ) 本判決に触れた論文として例えば、 Marshall，Discrimination and 
The Right of Association， 81Nw. U.L.REV.68 (1986); Linder， Com件
menお:Freedomof Association after Roberts v. United Sωtes Jaycees， 
82MrCH. L. REV. 1878 (1985). 
[判例]
Zablocki v. Redhail， 434 U.S.374，(1978) 
[事実]
その保護下にはいない援助をすべき義務がある未成年の予を持つ男性
は、裁判所の許可なく結婚しではならないと規定したウィスコンシン州
法は修正 14条の平等保護条項に違反すると判示された事件。
問題となったウィスコンシン州法は、ある状況下の男性(裁判所によっ
て援助をすべき義務があると認められた未成年の子を有し、かつ、その
子が彼の監督下にないという状況にある男性)は裁判所の許可なく結婚
しではならない旨、定めていた。そして裁判所の許可の条件は彼がその
子に対する義務をはたしており、なおかつ以後その子が公の保護を受け
る必要がないであろうと証明されることであった。この条件を充たさず
になされた結婚は無効であり、違反者には刑事罰が課せられると規定さ
れていた。
被上訴人はハイスクール在学中の 1972年、父性確認訴訟を提起され、
郡裁判所によりその子が 18歳になるまで毎月一定額の金銭援助を行な
うことが命じられたが、貧困のためこれを行なうことができないまま、
74年に結婚許可証の発行を郡当局に申請した。が、同州法を理由にこれ
を拒否された。そこで同州法の執行停止を求めて連邦地裁に訴えを提起 五
した。同地裁は、同州法は修正 14条の平等保護条項に違反すると判示し、 八
これを認めた。
[判旨] 原判決認容。〈マーシャル判事の法廷意見〉
最高裁は長年にわたって、結婚の権利は基本的重要性(fundamental
importance)を有することを認めてきた。そこでこの権利に対する実質
的な侵害が認められる場合には厳格な審査(rigorousscrutiny)が必要と
される(他方、非実質的侵害に対しては合理性の審査で足りる)。すなわ
それを達成するための手段ち、州法の目的が十分に重要なものであり、
がそれに最も適合したものでなければならない。本件では、明らかにこ
の権利に対する直接的かつ実質的な侵害が問題となっているため、(厳格
な審査の必要がある)。まず問題のウィスコンシン州法の目的は、上訴人
の主張によれば、同州法被適用者とのカウンセリングを行なうことによ
を保障しようとするところにあるた
め、当裁判所はこれを正当であると認める。
めの手段は結婚をする権利を不必要に侵害するため認められることはで
これを達成するたしかし、
その子に対する安寧(welfare)り、
きない。従って、原判決を認容する。
Carey v. Population Services International， 431U.S.678 (1977) 
[事実]
避妊用品の販売と宣訟を禁じたニューヨーク州法の合憲性が争われた
事件。
1) 16歳未満の未成年に対して避妊用品をニューヨーク州教育法は、
2 )資格を有する薬剤師以外の者が16歳以上の者に対し配布すること、
て避妊用品を配布すること、および 3)資格を有する薬剤師を含む全て
の者が、避妊用品の宣伝および陳列をすることを禁止していた。
被上訴人たる PopulationPlanning Association， Inc (PP A)は、主に
非医薬品の避妊用品の郵送販売を行なっている会社であり、ニューヨー
ク州においてその製品の宣伝を恒常的に行なっている。
??????
被上訴人による同州法の違憲性を問う訴訟において、連邦地裁は、問
州法が非医薬品の避妊用品に適用される限りにおいて修正 1条および
14条の下で違憲となると判示し、その実施を禁じた。
[判旨] 原判決認容。
1 <プレナン判事による法廷意見〉
1.被上訴人は、それ自身のみならず潜在的な消費者のためにも訴訟を
行なう standingを有する。
2.憲法は明示的にプライヴァシーの権利について言及していないが、
これまで最高裁は、修正14条のデュー・プロセス条項によって保護され
る自由のー側面は人格的なプライヴァシーの権利(right of personal 
privacy)すなわちプライヴァシ}帯、の保護であると確認してきた。人
格的プライヴァシーの権利は、ある種の重要な決定すなわち結婚、出産、
避妊、家族関係および子供の養育と教育に関わる決定における(他者か
らの)独立の利益(interestin independence)を含んでいる。出産をする
か杏かの決定は、まさにこの憲法的に保護された選択の核心に位置する。
げだし、これは最も親密な人間活動および人間関係(theinost intimate 
of human activities and relationships)において、最も個人的かつ微妙
な問題だからである。そこで、避妊用品を使用するか否かの選択にこの
プライヴァシ}の権利が及ぶことになる。しかし、このことは個人的選
択(の権利)を侵害しない方法において避妊用品の製造・販売業が規制
され得ることを否定するものではない。さらに、この権利自体に対する
規制も州のやむにやまれぬ利益によって有効化されるが、これはその利
益を達成するために厳密に作成(narrowlydrawn)きれなければならな
い。これらの原則に従って、以下のごとく判示する。
3.資格を有する薬剤師以外の者による 16歳以上の者に対する避妊用品 五
の配布禁止は、避妊用品を使用する個人の権利に明らかに重荷を課して 六
いる。そしてこれはやむにやまれぬ利益に仕えるものではない。すなわ 三
ち、この禁止は、潜在的生命の保護の利益によって、あるいは、危険で
はない避妊用品に適用される限り、健康を保護するという利益によって、
正当化され得ない。
4.避妊用品の宣伝および陳列の禁止に関する議論省略。
16歳未満の者に対する避妊用品の配布禁止規定についてI 
出産するか否かの決定に関わるプライヴァシーくブレナン判事の意見〉
この禁止の権利は、成人のみならず未成年によっても所有されるため、
規定は、非医薬品の避妊用品に適用される限りにおいて、未成年者の道
徳に関わる規制として正当化され得ない。
同規定は、州によって促進されている抑止目的くホワイト判事の意見〉
(ニューヨーク州では未成年者の性的活動を思い止まらせるための政策
に明らかに寄与しているという証明が(州によって)を実施している)
なされていないため、正当化されることはできない。
同規定は、第1に、 14歳から 16歳の聞の既婚くパウエノレ判事の意見〉
女性のプライヴァシーの利益を侵害し、第2に、両親がその子に対して
避妊用品を配布することも禁ずることになり、子供を養育するという親
の利益を侵害するため、欠陥を有する。
同規定は、性病や望まない妊娠にさらさくスティ、ーヴンス判事の意見〉
を、同規定対象者とその両親にれる危険を減じるという選択(の利益)
これは、未成年者による性行為を阻む手段対して否定することとなる。
として正当化されることはできない。
Smith v. Organization of Foster Families， 431U.S.816 (1977) 
[事実]
子供を里親から引き離す(removal)ためのニユ}ヨーク州法の手続き??????
が修正14条によって保障されたデュー・プロセスに違反するか否かが争
われた事件。
ニューヨーク社会サーヴィス法の下では、本来の親が疾患や経済的理
由等によってその子供の養育を行えない場合、自発的にあるいは裁判所
その子供を一定期間他の家族に預け得ることになっての命令によって、
いる。そして子供の移転を取り扱う特別機関は、一定の手続きに基づき、
(子供の)移転先の里親からその子供を引き離す裁量権を与えられてい
る。
さて、本件は、養育を行なっていた子供をこの手続きに基づき取り上
げられた被上訴人たる里親家族(fosterfamily)が、被上訴人と預けられ
た子供との聞に生まれた心理的きずな(psycologicaltie)は被上訴人を
してその子供の心理的な家族とするため、そこには修正14条によって保
護される「自由の利益Oibertyinterest) Jが生じると主張し、同州法の
手続きはこれを破壊するとしてその差し止め命令を求めて訴えたもので
ある。連邦地裁は、里親家族が生物学的な家族と同様の憲法的保護を受
けるかどうかという問題を審理することは避けつつも、次のように判示
まず、州法の手続きは欠陥を有する。そして、問題となした。つまり、
る子供は移転が行なわれる前に関係者の前で情報を得ることが許され
として被上訴人の訴えを認めた。る、
原判決破棄。くブレナン判事による法廷意見〉[判旨]
本件を解決するにあたって、里親家族とその子供との関係は、当裁判
所が先例において認めてきた「家族Jに対して与えられる保護と同様の
保護を受け得るかどうかにつき検討しなければならない。そのためには、
家族の意味を明らかにする必要がある。
それにとどしかし、まず、「家族jの概念は生物学的関係を包含する。
まらず、結婚もまたこの概念に含まれる。その理由は、 Griswold事件で
??????
示されたように、結婚とは良きにつけ、悪しきにつけ、希望を持って(苦
難を)耐え忍びながら、神聖な程に親密に協力して営まれるものだとい
このように家族関係の重要性は、日常的結びつきの親うところである。
からくる情緒的結びつき
(emotional attachments)とそれが子供の教育を通して演じる役割から
association) daily of 密さ (intimacy
由来するものである。
さて、里親家族と子供との関係についても、少なくとも子供が幼少期
に預けられ、本来の両親を知らないまま、幾年もの関向ーの里親家族で
育てられた場合には、その里親家族は子供の情緒生活においても、(子供
のために)果たしている社会的機能においても本来の家族と同様の位置
を占めるはずである。従って、我々は里親家族を単なる他人の集まりと
して退けることはできない。にもかかわらず、やはり本来の家族と里親
家族とは区別される。その理由は、前者とは異なり後者はその家族関係
、の発端が州法に拠っているという点にある。従って、里親家族の利益保
護の射程は州法によって規定される。また、本件では、自発的に子供を
預げた本来の家族は子供を取り戻す絶対的な権利を有しており、これは
里親家族の利益とは調和し難い。
以上の理由から、被上訴人が仮に「自由の利益」を有しているとして
も、子供の移転に先んずる州の手続きが憲法に照らして欠陥を有すると
いう連邦地裁の判断は誤っている。
Moore v. East Cleveland， 431U.S.494， (1977) (plurality opinion) 
〔事実]
居住の単位を単一家族に限り、その家族の範囲をいくつかの範轄に属
する「関係のある人々jのみに限定した条令に違反するとして、ある家
屋所有者が、オハイオ州裁判所において有罪とされた事件。
上訴人(Moore夫人)はオハイオチ1'イーストクリーヴランドで彼女の
五 息子および二人の孫(その内ひとりは母親が死亡したため祖母である上
訴人の家庭に引き取られてきた)と共に居住していた。ところが同地の
三 条令によれば一家屋には一家族しか住むことが許されておらず(これに
) 違反した場合刑事罰が加えられる)、しかもその「家族Jが意味する範囲
はいくつかの範鴎に属するものに限定されていたため、上訴人の家庭は
この「家族」とはみなされず、州裁判所は条例に違反すると判示した。
上訴人の、同条令は憲法違反との主張を斥け州控訴裁判所はこの判決を
認容した。
原判決破棄[判旨]
居住単位を一家族に限り、「家族Jの意味を限定する同条令はデュー・
プロセス条項に違反するものである。
最高裁は長年にわたって、結婚や家族生活に関わる事項についての選
択の自由は修正14条のデュー・プロセス条項によって保障されることを
確認してきた。その理由は家族の形成が国家の歴史と伝統に深く関わり
この理由を考慮するならば
本件においても当然に修正14条の保護が及ぶことになる。しかし、この
家族(関係)は全く規制され得ないというわけではなく、政府が家族生
を持ってきたというところにある。従って、
活に関わる選択に干渉する場合には、裁判所は政府利益の重要性とそれ
らが当該規制によって促進される程度を注意深く審査しなければならな
い。これに照らして、同条令によるこの権利の侵害は、混雑や交通渋滞、
およびスクールシステムにおける不適当な財政的負担を避げるという同
条令の目的達成の手段として正当化されることはできない。なお、向条
令は、親族を、同居を許可する類型と許可しない類型に分けることによっ
v. Terre Belle of て親族に影響を与えるものであるため、 Village
Boraas (416U.S. 1 (1974))事件において支持された、単に無関係な人々
に影響を与える条令とは区別される。
??????
「親密な結合の自由jが登場するまでの判例の概観第3項
Roberts事件判決は「最高裁はある種の親密な人間関係に入札それ
を維持するという選択が公権力の不当な侵害から保護されなければなら
ないと結論づけてきたjωという。しかし、過去の判例上、親密な人間関
係を保護するために「親密な結合の自由Jという文言は用いられておら
ず、代わりにこれらは他の権利によって保護されてきた。
古くは、 1923年のMayerv. Nebraska事件において、最高裁は子供
に対する英語以外の言語の教授とそれによる授業を禁じる州法を違憲と
判示した際に、親と教師が子供を教育する権利は修正14条によって保障
された「自由Oiberty)Jであると述べω、同じく、子供を公立学校に通わ
せることを要求する州法を違憲と判示した、後のPiercev. Society of 
Sisters判決もこのことを確認した叱
この後、最高裁は結婚という親密な人間関係がプライヴァシーだが、
の権利によって保護されると判示した。
Griswold v. Connecticut事件において最高裁は「結婚とは良きにつ
(苦難を)耐え忍びながら、神聖な程にけ悪しきにつげ、希望を持って
親密に(intimateto the degree of being sacred)、協力して営まれるも
のである。それは、主義ではなくある生き方を促進する associationで
ある。つまり、結婚は政治的信念ではなく生活におげる調和を促進し、
営利的あるいは社会的な計画ではなく双務的な忠誠を促進するのであ
これは我々の先の判例において関わってきたものと同様る。けれども、
に貴い目的のためのassociationである」ω と述べ、“association"とい
う言葉を用いて結婚の重要性を称揚しつつ、既婚の両性の避妊用品の使
この時法廷意見を書いたダグ用を禁じた州法を違憲と判示した。だが、
ラス判示は「夫と妻の親密な関係J(5)は権利章典の幾つかの条文によって
形成されるプライヴアシ一帯(zonesof privacy)に属するとして、プラ
イヴァシーの権利を違憲判断の根拠とした{針。プライヴァシーの権利を
初めて憲法上の独自の権利として承認したとして評価される本判決m以
??????
後、最高裁は 1980年に至るまででも 50以上の事例において結婚、離婚、
家族関係、出産、その他様々の親密な関係を扱ってきた{ヘ
このプライヴアシーの権利はニつの意ところで、今日アメリカでは、
味で用いられている。すなわち、自己についての情報をコントロールす
と一定の重要な決定を独立に行うことのる権利(情報プライヴァシー)
できる権利(人格的自律のプライヴァシー)である(9)0 Griswold判決の
まだこの2つの権利のどちらを意味す認めたプライヴァシーの権利は、
(すなわち本判決は夫婦の避妊用品使るのか必ずしも定かではなかった
用の権利そのものを認めたのではなく、政府が避妊用品使用の事実を探
るために寝室をのぞき込むべきではないという意味にも解し得たのであ
る)。だがこの後、この分野での判例の集積はプライヴァシーの権利を後
者の意味で用いることを明らかにしてきた。まず、 7年後、 Eisenstadtv. 
Baird判決(10)は未婚者に対する避妊用品の販売や配布を禁じた州法を平
その際「プライヴァシーの権利が等保護条項に反し違憲と判示したが、
何かを意味するとすれば、子供を生むかどうかという決定のようにい
たって基本的に個人に影響を与える事柄に対する不当な政府の侵害から
自由であるという、既婚または未婚者個人の権利であるJ(Il)として、プ
ライヴァシーの権利を後者の意味で用いることを示したのである。本件
はまた、もう 1つの意味でGriswold判決とは異なる点、を明らかにした。
すなわち、 Griswold判決ではプライヴァシーの権利は結婚という
“association"に対して認められていたが、本件ではまさに個人に対して
認められることになったのである。そして引き続く Careyv. Population 
Services Int' 1.(叫においては、ある種の条件で避妊用品を販売するこ
そのとを禁じた州法を退けつつ最高裁は、避妊用品の使用のみならず、
? ?
?
???
販売の全面的規制も出産と避妊に関する個人の決定に破壊的影響を与え
るために同様に許されないと判示した(13)。なおここでは初めて「個人の
自律(autonomy)に対する憲法的保護J(14)という言葉が用いられた。
このプライヴァシーの権利は避妊のみならず人工妊娠中絶(以[また、
にも拡大された。すなわち、母体の生命を救う以外
の中絶を禁じていたテキサス州法を違憲とした Roev. Wade判決(15)に
とする)下、中絶、
おいて、最高裁は「妊娠を終えるかどうかの女性の決定jをプライヴア
シーの権利によって保護したのである{問。そしてこの後、引き続く判決
の中で最高裁は、プライヴァシーの権利たる中絶を実質的に制約する法
v. Missouri of Parenthood 令を覆してきた。例えば、 Planned
Danforth(l7lでは中絶の要件として配偶者や(未婚の未成年者の場合は)
親の同意が必要とする法令を退げたが、ここでは中絶をするかどうかの
選択は国家のみならず親や配偶者からも自由なものだとされた。そして、
1983年にはCityof Akron v. Akron Center for Reproductive Health 
および PlannedParenthood Association of Kansas City v. 
の二つの事件において、中期以降の中絶の場合は一定の設備
Inc. 
Ashcroft 
を持った病院で行わなげればならないとする中絶要件などを違憲として
退けたのである(18)oJ
また別の流れでは、最高裁は Moorev. East Cleveland(瑚において、
親族との同居の権利を認め、そして、 Griswold事件のすぐ後、 Lovingv.
Virginia(20lでは異人種聞の結婚を禁じた州法を違憲と判示した際に、生
存にとってまさに基本的な権利であるとして、結婚の権利を確認し、ま
たZablockiv. RedhaiI<21)でもこれを再確認してきたのである。
そして、このような判例の流れの中で1984年最高裁は、それまでプラ
イヴァシーの権利によって保護されてきた一定の重要な決定を独立に行
または基本的な自由の内、ある種の親密な人間関係に入りそれ
を維持するという選択を associationの権利たる「親密な結合の自由j
う権利、
によって保護することを初めて宣言したのである(2九ただ、 Roberts判??
???
?
決の結果、そのような親密な関係が f親密な結合の自由Jのみによって
この権利とプライヴアシーの権保護されるようになるのか、あるいは、
利の両方によって保護されるのかは判例の明らかにするところではな
い。この点についてはここではr親密な結合の自由』はプライヴァシー
と解釈する論者がいることを指摘するにとどめたの権利の一部である」
468 U.S.609， 617. 
262 U.S.390， 400 (1923). 
268 U.S.510， 534 (1925). 
381 U.S.479， 486(1965). 
Id. at 482. 
?
?
? ? ? ? ?
Id. at 485. 
例えば、佐藤幸治「憲法上のプライヴアシー権J別問ジュリスト [V
アメリカ公法人権]126貰は「本判決の最大の意義は、プライヴァシーの
権利を憲法上の 1つの独立の権利としてはじめて正面から承認したとこ
ろにある」と指摘する。
( 8) See Karst， The Freedom 01 Intimate Association， 89Y ALE L.J，624， 
625 (1980). 
( 9 ) r注釈日本国憲法.1291頁(佐藤幸治) (脅林書院新社、 1984) 、 ~lj
田卓生『私事と自己決定.1 6貰(日本評論社、 1987)参照。
(10) 405 U.S.438 (1972). 
(11) Id.at 453. 
(12) 431 U.S. 678 (1977). 
(13) Id圃at687-688. 
(14) Id.at 687. 
(15) 410 U.S.113， (1973). 
(16) Id.at 153.なお、本件については、佐藤幸治 f最近の判例 (Roe.V. 
Wade; Doe V. Bolton) Jアメリカ法111頁以下 (1975)、石井美智子「プ
ライヴアシー権としての堕胎決定権J都立大学法学雑誌19巻2号107頁以
下 (1979)等参照のこと。
(17) 428 U.S.52 (1976). 
(18) 各々 、 462U.S.416 (1983)および462U.S.476 (1983)。なお、わが国
でこれらを紹介・解説したものとして、上原正夫「堕胎規制と取り組まさ
れたアメリカの連邦最高裁判所j判例タイムズ 486号62頁以下(1983)、
]()(23)。
註
( 1 ) 
( 2) 
( 3 ) 
( 4 ) 
( 5 )
( 6 )
( 7) 
小林節 f合衆国最高裁『中絶J合法判決をめぐって」法学教室74号122
頁以下(1986)、丸山英二「アメリカ連邦最高裁と堕胎j判例タイムズ535
号34頁以下(1984)等参照。
(19) 431 U.S.494， (1977). 
(20) 388 U.S.1 (1967) . 
(21) 434 U.S.374， (1978). 
(22) Roberts， 468 U.S.609.そして結婚、出産、子供の養・教育、親族と
の同居などがこの権利の保護が問題となる関係だとして列挙されたが、
中絶は挙げられなかった。この理由はおそらく、中絶とは親密な人間関係
に入るのではなく、それを拒否するものだからであろう。
(23) The Supreme Court， 1983 Term， 98HARV. L. REV. 87， 197 (1984). 
「親密な結合の自由jの憲法条文上の根拠第4項
合衆国憲法は「親密な結合の自由Jに関する明示的規定をもたない。
そこで憲法条文の解釈によって同権利を導き出す必要が生じるが、最高
裁はその条文上の根拠について必ずしも明らかにしているわけではな
プライヴァシーの権利が明確に認識されるようになる以前この点、しヨ。
その権利がのケースやプライヴァシーの権利に関わるケースにおいて、
主に修正14条に拠ってきたのとは異なっている。
1923年の Meyer判決では、憲法条文にはない、親と教師が子供を教
育する権利を認めるに際し、修正14条を根拠条文とし(1)、この後、子供
を公立学校に通わせることを要求する州法を違憲とし、親の教育権を認
これに対し、プライめた Pierce判決も同じくこのことを確認したω。
ヴァシーの権利を最初に認めたとされる Griswold判決の法廷意見は、
この半「権利章典の明示的な保障は半影部(penumbras)を持つj
影部によってプライヴァシーの権利が保障されると示唆する(3)。そして
とし、
?
?
? ? ? ? ? ?
「様々な保障がプライヴアシ一帯を形成するJと述べ、例えば、修正1条
の半影部に含まれる associationの権利(4)や修正3条の、平和時にお砂る
兵献の宿営をその対象となる家屋の所有者の許可がない場合は禁ずる規
定、修正4条の不合理な捜索、押収から自己の身体、家巌、書類および
動産の安全を確保する権利、さらに修正5条の自己負罪拒否条項および
修正9条の「この憲法に一定の権利を列挙したことをもって、人民の保
有する他の諸権利を否定しまたは軽視したものとみなしではならない」
をその根拠として挙げたが剛6)、この後、中絶の権利を認めた Roe判決
では Griswold判決以前のケースと同じく、この権利の根拠を修正14条
に置いた(7)。これ以来、出産をするかどうかの決定権を保護した Carey
判決でも「修正14条のデュー・プロセス条項によって保護される自由の
一側面は、人格的なプライヴァシーの権利」であることを判例は確認し
てきたとし的、この権利の根拠を修正14条に置いているし、また、親族
との同居の権利を保護した Moore判決でも、 r.. . .家族生活に関わる事
項における個人的選択の自由は、修正14条のデュー・プロセス条項に
よって保護された自由の一つであるJとして修正14条に拠るととを示し
てきた(9)。またこの他、結婚の権利が保護された Zab!ocki判決ではこの
権利に対する侵害が修正14条の平等保護条項の問題として扱われたの
であった(10)。
このようにプライヴァシーの権利や基本的な自由に関わるケースにお
いてはその根拠が修正14条に置かれることが一般的であったが、「親密
な結合の自由jの根拠について最高裁はこの立場を採つてはいなしミ。す
なわち、 Roberts判決では、この権利を「人格的自由の本質的要素(an
intrinsic element of personalliberty) Jであるとし、その憲法的根拠に
ついては、「権利章典が個人的自由の保護を臼的としているjことを理由 五
としてこの権利が保護されなければならない、というのみで具体的な根 実
拠条文をあえて挙げてはいなしコ(11)。また、 Roberts事件と類似する事例 三
の(後掲の)Rotary Intern. v. Rotary Club事件判決における法廷意見
もRoberts判決と同じく、一一一特に修正1条をその根拠条文として挙げ
つつも(刷同一一ーこの権利は「権利章典によって保護された自由の本質的
要素JU4)であるとして必ず、しも修正l条のみに拠るわけではないこと
を暗示している。
プライヴァシーの権利の根拠を修正14条から導き出すことに対して
は、(学説の支配的立場はこれを支持しているが)従来より、実体的
との厳しいデュー・プロセスの復活であり不当な苛法権の行使である、
批判もある (15)。最高裁が「親密な結合の自由jの根拠として修正14条を
この点を考慮、したものかもしれない。
註
( 1) 262 U.S.390， 399-400 (1923).修正14条1節は「いかなる州も法の適
正な過程(dueprocess of law)によらずに、何人からも生命、自由また
は財産を奪つてはならない。またその管轄内にある何人に対しでも法の
平等な保護を拒んではならないjと規定する。
( 2) 268 U.S.510， 534-535 (1925). 
( 3) 381 U.S.479， 484 (1965).これらは「これらに対して生命と実体を与
えることに役立つ(権利章典)の保障からの放射によって形づくられるJ
挙げなかったのは、
という。
( 4 ) 修正 1条の解釈から導き出される associationの権利がプライヴア
シ一帯を形成する理由として法廷意見は、 NAACPv. Alabama(357 U. 
S.449， 462 (1958))において(合憲的な)団体の会員名簿の開示(命令)
はその会員たちの結社の自由の行使に対して実質的な制限を課すおそれ
があるため無効である、と判示したことを挙げる (Griswold，at 483)。な
お、修正 l条は「連邦議会は、国教を樹立し、または宗教ヒの行為を自由
に行なうことを禁止する法律、言論または出版の自由を制限する法律、な
らびに人民が平穏に集会する権利、および苦情の処埋を求めて政府に対
し請願する権利を侵害する法律を制定しではならない」と規定する。
( 5) 381 U.S.479， 484なお、法廷意見を書いたダグラス判事はこの半影
部論に関連して「自然法上の権利は・・・・あるものは憲法に明示的に記載
され、他のものは黙示されている。権利章典の半影部は、明示されてはい
ないが、神の子としての人間の性質自体から黙示される人権を反映して
?
?
? ? ? ? ?
?
?
? ? ? ? ?
いる。・・・・我等が誇るこの自由の多くは、プライヴァシーの権利に帰せら
れるJ(The Right of The People (1958) cited in U.S. Leading Cases : 
「プライヴァシーの権利の本質」ジュリスト 349号101頁(1966)) と述
べ、半影部論と自然法との強い関連を明らかにしている。だが、この半影
部論に対してはいかにも技巧的であるとの批判がある(佐藤幸治「憲法上
のプライヴァシー権」別冊ジュリスト [Vアメリカ公法人権J127貰参
照)。
( 6 ) この他、ゴールドパーグ'判事の同意意見は、修正9条および14条に
拠っている。特にこの意見では修正9条が権利章典に盛り込まれて以来
の経緯とその意義についてかなりの詳述をおこなうことによって、同条
項による強い支持を、訴えている (381U.S.479， 486-499)。またホワイ
ト判事の向意意見は、デコー・プロセス条項を根拠としている (id.at 502・
507)。
( 7) 410 U.S.l13， 164 (1973). 
( 8) 431 U.S.678， 684 (1977). 
( 9 ) 431U.S.494， 497 (1977) (plurality opinion). See also Cleveland Board 
of Education v. LaFleur， 414 U.S.632 (1974). 
(10) 434 U.S.374， 374 (1978). 
(11) 468 U.S.609， 618. 
(12) Board of Dirs. of Rotary Intern. v. Rotary Club， 107S. Ct.l940， 
1946 (1987).そして、その後さらに「修正 1条によって創られたプライ
ヴアシ)帯jという表現を用いる (id.at 1947 n.6)。なお、ここでは「親
密な結合の権利Jとプライヴアシ一帯という言葉が暗に同義的に用いら
れている。
(13) ある論者は、 f[憲法は]共有された理想、や信念を育み、伝えることに
おける重大な役割の故に親密な関係を保護しているjということが
Roberts判決によって示唆されていると解釈し(ただし、間判決はこの役
割を果たす親密な関係のみが保護されるといっているわけではない。 See
468 U.S.609， 618-619.)、従って、「親密な結合の自由の[保護の根拠]で
さえある程度は明示的な修正 l条の諸権利を維持するという機能に基づ
いているように見える」という (98HARV.L. REV. 87，203 (1984))。従っ
て、 Rotary判決のこの指摘も「毅密な結合」のそのような機能に着目し
てのものではないかと考えられる。
(14) 107 S.Ct. 1940， 1945. 
(15) 明文にないプライヴァシー権を修正14条から読みとることに関し
ては、解釈主義一非解釈主義の論争とも絡んで次のような批判があると
される。すなわち、 (a)デュー・プロセス条項に笑体的内容までをも読
み込むことは、制策者の意思に反する、 (b)実体的デュー・プロセス論
による判決結果には一貫性が欠如している、(c )憲法解釈の名を借りて
裁判官個人の主観的価値観に基づく判決が下されることになる、などの
批判がそれである(米沢広一「家族と憲法(四・完)J法学雑誌37巻1号
81頁(1990)参照)。また、松井茂記「司法審査と民主主義(ー)一(三・完)J
法学論叢 109巻5号27頁以下、 110巻1号 19頁以下、 111巻3号44頁
(1981-82)を参照のこと。なおこの他、山田卓生『私事と自己決定j341 
頁(日本評論社、 1987)、中谷実『アメリカにおける司法積極主義と消
極主義.J395-443頁(法律文化社、 1986)等参照。
第5項 f親密な結合Jの性格
「親密な結合の自由jの保護の射程を知るためには、その前提として
「親密な結合jの意味を明らかにすることが必要となるが、この意味は必
ずしも明らかではない。 Roberts判決において最高裁は、「親密な結合」
の例として、結婚、出産、子供の養・教育、および親族との向居という
家族に関わりのある事項を挙げ、これらは「・・・・際だって個人的な側面
を共有する、必然的に少数の人々に対する愛着(attachments) と関与
(commitments) Jという性格を持つことを指摘し、他の人間関係とはそ
の結合の規模、選択性、他人からの隔絶という 3つの基準によって区別
されるとしたが、それ以上その性格についての詳しい説明は行わなかっ
きた{九そこで「親密な結合Jの意味についてより知るためにはそのモデル
三 となる「家族Jの性格について見てみる必要があろう。過去の婚姻関係
六 の事例においてはその性格について様々な表現が用いられてきた。例え
ばGriswold判決では「神聖な程に親密な(intimateto the degree of 
being sacred) Jといい表された他(2)、Loving判決で「まさに生存にとっ
それ以前には「人生における最も重要なまた、て基本的」とされたりω、
関係J(4) あるいは「社会の基礎J(5) というように描写されてきた(ヘ
また、子供との同居の権利が問題となった Smith判決では、 n家族j
の概念を規定する要素の幾っかに対する指針がないわけではないjとし
た上で、まず、「家族」の通常の理解として生物学的関係を挙げる例。し
かし、すぐ後に「生物学的関係が家族の存在を排他的に決定するもので
はないJと述べ、婚姻関係の例を指摘する(8)(婚姻関係は親子のように血
のつながりを基礎とするものではないため)。そしてさらに、家族関係の
日常的結びつきの親密さからくる情重要性は「血縁関係からと同様に、
緒的結びつき(emotionalattachments)とそれが子供の教育を通じて・・
-・演じる役割から由来する」ものであるとし、親とその養育する子供と
の開にはたとえ血縁はなくとも「深く愛していることjと「相互依存関
係」が存在するという(九これらは Roberts判決で用いられた「愛着」
と「関与jのイメージをより輪郭あるものにしよう。
以上から、家族関係以外の関係が「親密な結合」と認定されるかどう
かのメルクマールは、その関係が「愛着Jや「関与jというような性格
その擦家族関係と全くを持つかどうかにかかってくるといえそうだが、
同様の強さや深さの「愛着」と「関与Jが要求されるのか、あるいは、
より緩やかなものでよいのかは判例の明らかにするところではない。
従って、「親密な結合Jの性格を表すこれらの言葉の意味が、実際的な事
例で有用性を持ち得るほどに明らかになるためには、今後の判例の集積
?
?
????
が必要とされるだろう。
判例が[家族jの性格について触れた他の点について見てみることに
する。
判例によれば「家族」は以下のような価値を有するという。
理想、や信念の促進、信連機能
、 ， ， ，? ??
国民の多様性創出機能
、
?
???，???
国家と個人の間の緩衝機能
、 ? ，
?
??
情緒的豊富性創出機能(IV) 
アイデンティティーの確立機能(V) 
これら五つの機能も「親密な結合」とはいかなるものかを明らかにす
る上で重要なメルクマ}ノレとなる。まず、 Roberts判決の法廷意見は、
ある種の個人的なつながりは「共有された理想や信念を育み、伝えるj
ことによって国家の文化や伝統の中にあって重要な役割を果たしてきた
と述べ、「家族」の(I)の機能を指摘すが則。この点について過去の
Moore判決も「我々が我々の最も大事にしている道徳的もしくは文化的
な価値観を鼓吹、伝達するのは、家族を通じてであるJとしており(11)、
Roberts判決はこのような機能を再確認したものといえる。ただここで
誤解のないように引用すべきはGriswold判決であろう。間判決におい
て最高裁は「結婚とは・・・・主義ではなく、ある生き方を促進する associa.
tionである。つまり、結婚は政治的信念ではなく生活における調和を促
進しJ<聞としており、家族関係では一少なくとも結婚という関係におい
ては一一特定の(政治的な)i主義Jを促進することが本来の性質ではな
ここにはあることに注意しなければならない。いという認識が、
また Roberts判決は、「家族」は「多様性を育jみ、「国家と個人との
重要な緩衝として機能するJとし(13にさらに、このような関係に与えら
れた憲法の保護は「個人は他人との関係から情緒的な豊かさ (emotional
enrichment)の多くを得る」という認識を反映しているといい、これは
「自由の観念にとって中核的であるアイデンティティーの確立Jに寄与す??
????ることになるという似}。
このようにこれらの機能も「親密な結合Jの重要な要素としてその性
格の明確化に貢献するものとなろう。ここで最後に、「親密な結合Jの意
味内容をより豊かなものにするために Karst教授の指摘を挙げておこ
しばしば引用されるその有名な論文う。同教授は Roberts判決以前に、
1 )他の諸価値実現の機会を提供の中で、「親密な結合」の価値として、
Z)相互に愛し愛されることに対するする髄値である「交際(society)J、
and 人間の欲求を満たすための「気に掛けること、および、関与(care
3)無情な世界における休患の場(ahaven in a heart-commitmer淀川、
4 )自分を社会的less world)としての「親密さ(intimacy)J、および、
として見てもらい(be役割の集合体としてではなく、全人格(的幸子在)
(再び)自分自身を見るための最高の機それを通してseen)、そして、
会を提供する価値としての“self-identification"を挙げたが、 Roberts判
?
??
???
決がこのような分析を多分に意識していたことは十分に考えられよう{問。
註
( 1) 468 U.S.609， 619司620.
( 2) 381 U.S.479， 486 (1965). 
( 3) Loving v. Virginia， 388 U.S.1， 12(1967) (“fundamental to our very 
existence and survival"). 
( 4) Maynard v. Hill， 125 U.S. 190， 205 (1888) (“the most important 
relation in life"). 
( 5) Id.at 211 (“the foundation of the family and of sOCIety， without 
which there would be n巴ithercivilization nor progress"). 
( 6 ) See generally Zablocki， 434 U.S.374， 384 (1978) 
( 7) 431 V.S. 816， 843 (1977).最高裁は、この生物学的関係において嫡出
かどうかということは重要ではないという。例えばStanleyv. Ilinois， 
405 U.S.645， 651-652 (1972)において最高裁は、非嫡出の子供が死亡し
た母親のために訴訟を起こす権利を否定する州法を違憲としつつ、その
ような家族のboundsも正式に形成された家族のそれと同様であるとし
たのであった。
( 8) Id. at 843.なお、デュー・プロセス条項の実体的保護が問題となる
場合は、生物学的な意味の家族というだけでは憲法的保護を受けるのに
不十分であるという意見も存在する。 SeeMoore， 431 U.S.494， 536-540， 
549 (1977) (dissenting opinion). 
( 9 ) 431 U.S.816， 844.なお、本判決はさらにすすんで、少なくとも、子
供が幼少期に預けられ、本来の両親を知らないまま、幾年もの間同ーの里
親家族(fosterfamily)の中で育てられた場合は、その里親家族は子供の
情緒生活および社会的機能において本来の家族と間ーの位置を占めるは
ずだという。
(10) 468 U.S.609， 618. 
(11) 431 U.S.494， 503-504. 
(12) 381 U.S.479， 486 (1965). 
(13) 468 U.S.609， 618. 
(14) Id.at 619. 
(15) Karst， The Freedom 01 Intimate Association， 89 YALE L.J.624， 630 
-637 (1980).なお、家族の憲法的保護の意義について述べた邦語文献とし
て米沢広一「家族と憲法(四・完)J法学雑誌37巻 1号93-94頁参照。
なおここに紹介された米国の文献として、 Riga，"Dicision-Making 
within the Family: Who Dicides?"， 23S. TEX. L.J.95， 133-134， 137 
(1982); Poulin，マlligitimacyand Family Privacy: A Note on Mater;必J
Cooρeration in Paterni，かSuiぉぺ 70Nw.U.L.REV. 910， 915 (1976)参照。
「親密な結合の自由Jの保護の射程と限界第6項
前項でみてきたように、 f愛着Jと「関与Jという特徴を有する際だつ
て親密な人間関係のみが、人格的自由(personalliberty)の本質的要素と
しての「親密な結合の自由Jの保護の考慮に値すると解釈できるが、
?
?これ以上この権利の保護の要件については触れず、Roberts判決は、
た、その限界についても触れなかった(1)。
この 2年後最高裁は、 Bowersv. Hardwick判決(2)において、しかし、
?????
?
この権利の保護に関してさらに重要な要件を付け加えたとみることがで
が自宅で男色行為
(sodomy)をする権利が憲法によって保護されるかどうかが問題となっ
きる。本件では、男性向性愛者(homosexuals)
その理由につき次のように述べた。すなたが、最高裁はこれを否定し、
わち、かつてより最高裁は、権利章典に明示されていない権利を認める
にあたり 2つの定式(formulation)に基づいて判断してきた。その第1
は、問題となる権利が、「もし、それが犠牲にされたならば自由も正義も
といえる程に、 f秩序だてられた自由(ordered存在しないであろうJ
liberty)の観念のなかに暗示されている基本的自由Jであるかどうかと
いうものでありω、そして第2は、この権利が「国家の歴史と伝統のなか
に深く根ざしているjかどうかというものである{九そして、男性同性愛
このは、結婚や出産等の権利とは異なり、者のこのような行為(関係)
2つの定式のうちのどちらの基準も満たさないため憲法によって保護さ
れないと判示した(的利。
考えてみれば、過去にも判例は、プライヴァシーの権利や基本的な自
由に関わる事例の中でしばしば「秩序だてられた自由の観念Jとか、「麗
史Jや「伝統」について触れてきた。例えばRoe判決においては、 r.. 
-・秩序だてられた自由の観念に中に暗示されているとみなされうる個人
この人格的プライヴァシーの保障に包含される・・・・jと的権利のみが、
述べられ、歴史的には(少なくとも 19世紀までの)アメリカ法は Roe事
件当時のそれよりも中絶に対して寛容であったという指摘がなされ
た(九 Moore判決でもパウエル判事の多数意見は、家族が憲法によって
保護されるのは、1[家族が]国家の歴史と伝統に深く根ざしているが故
であるJ(8) と述べており、また、子供に対する親の教育の権利を認める理
??????
由についても最高裁は、「西洋文明の歴史と文化はその子供の養育と援に
この伝統がアメリカの伝対する親の関与の強い伝統を反映してJおり、
統でもあることは議論の余地がない、ということを挙げている (Wiscon-
乙の他、 Griswold判決のゴーsin v. Yoder， 406 U.S.205， 232 (1972))。
ルドパーグ判事の同意意見も「伝統的な家族関係」を西洋文明(の歴史)
このようにと同じくらい「古くかっ基本的」であると言い表している(9)。
しばしば国家の秩序的自由あるいは歴史や伝統というもの過去判例は、
を意識しつつ中絶の権利や、子供の教育、結婚などの家族関係を憲法的
この点に注目すれば、かつて最高裁また、に保護してきたのであった。
が、非親族との同居の権利を否定したことも充分うなずけるのである。
すなわち、土地の使用を血縁、養子縁組または婚姻によって結ぼれてい
る一家族に限定しそれ以外の場合には三人以上の人が同居することを禁
ずる条例!の合憲性が争われた Villageof Belle Terre v. Boraas事件に
おいて最高裁は、問条例は共同して家屋を賃借していた大学生遠のプラ
イヴァシーの権利およびassociationの権利の問題とは無関係であり、
従ってこれらの権利を侵害しない、と判事したのである{剛11)。本件の法
廷意見は、同居する権利を否定するに際して、「秩序的自由Jや「歴史」、
「伝統jという点には言及しなかったが、他人どうしが同居する権利が否
(まして自定されたとしても「秩序的自由jが否定されるわけではなく
またそのような同居の由も正義も存在しないという程のことはない)、
f歴史Jや「伝統jがアメリカにはなかったと暗に考えていたとも推察で
きょう。
このように Bowers判決の結果、「愛着」と「関与jという特徴を有す
る際だ、って親密な人間関係、つまり、「親密な結合jと呼べる関係であっ
たとしても先の 2つの要件を満たさない限り保護されることはないとい
ここで「歴史J・「伝統Jに関連しては多少付言うことができそうだが、
する必要がある。というのは、国家の歴史や伝統の見方ないし評価如何、
および問題となる事例への適用の仕方如何の問題が次の段階にあるから
である。例えば、 Bowers判決の法廷意見が述べた、ソドミーは[権利章
典が採択された時にも 13州の法律において禁じられていた]、また[1868
年に修正14条が採択された時にも 37州のうち 32州がこれを禁じてい
??????
た]、さらに[ソドミーの禁止は古いルーツを有する]という見解{叫につ
いて、 Goldsteinは、「憲法解釈を導くのにこれらの歴史的見解のどれー
っとして充分に正確なものではない」と評して、 1791年に権利章典が採
択された時に 13州の全てがソドミーを禁じていたわけではなく、また少
なくとも 1868年に修正14条が採択された際には Hardwickが携わっ
た類いの行為はソドミ一行為とはみなされていなかったと指摘し、さら
にソドミー禁止は古いル」ツを有する、とする点に関しでも必ずしもそ
うとは言えず、同法廷意見は複雑な歴史的記録を歪曲・単純化し過ぎて
いると非難し、例えば古代ローマにおいてそれが禁じられていなかった
例などを挙げる{則。ここには歴史をどの様に評価するか、つまり様々な
具体的事実の詳細をどの程度重んじるか、あるいはどのレヴェルでどの
ような基準に従ってそれを理念型化するか、という複雑な問題が内在し
ている。またこの他、 Roe判決の法廷意見は、古代からコモン・ローを
経て近代のアメリカ法に至る歴史の中で中絶は時代と場所、またそれが
行われる態様に従って異なった対応がなされてきたことを念入りに説明
し、歴史的に一少なくとも 19世紀まではーアメリカ法は Roe事件当時
のそれよりも中絶に対して寛容であったと指摘して川、妊娠期間を3段
階に分け、それぞれの段階に応じて中絶の権利を認める帰結を導き出す
が、これに対しては、この歴史分析はけっして中絶の権利への 3段階的
対応を支持するものではない{問、という批判がある。ここには、歴史か
らいかなる見解・主張を導き出し、事例に適用するかについての解釈の
相違例を見ることができる。
最後に、「親密な結合の自由」による保護の限界について一考する。こ
の点については、 Roberts判決では触れられなかったが、間判決が「親
密な結合」の例として挙げた家族関係を扱った過去の判例において、そ 四
れに与えられた憲法的保護は絶対だとはされてこなかった。例えば、 夫
Carey判決は「子供を生むかどうかということと同じぐらい基本的な決 四
定が関わってくる場合、それに対して負担を課する規制はやむにやまれ
ぬ州の利益によってのみ正当化されることが許されるjと述べ(川、
Moore判決も、政府が家族生活に関わる決定に介入する際には、「促進
それらが争われている規制(regulation)によって促される政府利益と、
しなければならなcarefully) 
いJ(17)としたり、 Zablocki判決も、もし、(結婚という)基本的な権利の
される程度を注意深く審査(examine
行使が「直接的かつ実質的jに法令によって妨げられる場合には、「厳格
な審査Jが要求されー他方、非実質的侵害に対しては合理性の審査で足
その手段は「十分に重要な州の利益のみを実施するために注りるが一、
意深くあつらえられ(closelytailored) Jることが必要であるとしたので
これらからみて、「親密な結合の自由jによる保護も絶対ではあった(18)。
これに対する実質的侵害に対しては、公権力のやむにやまれぬ利なく、
益ないし十分に重要な利益が必要とされることなどが予想される。
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まとめ第7項
Roberts判決法廷意見が、高度に個人的な人間関係は「親密な結合の
2つの類似事件が最高裁で自由」によって保護されると宣言して以来、
争われることになったが、これらは何れも向判決の考え方を踏襲した。
まず、これらの判決の事実と判旨を紹介する。
Board of Dirs. of Rotary Intem. v. Rotary Club of Duarte.ω 
女性の加入を認めたことを理由に上部組織によって取り消され[事実]
た地方ロータリー・クラブの構成員資格の回復を命令した判決の根拠と
なる州法が、同組織およびその会員たちの憲法上の“freedomof associa-
tion"を侵害するがどうか、が争われた事件。
ロータリ}・インターナショナル(以下、 f世界組織Jとする)は各地
方のロータリー・クラプによって構成される非営利団体(個々人は「世
界組織Jの直接の会員ではなく各地方クラブの会員である)であり、 157
ケ固に 19788の支部を有する世界組織である。その目的は人道主義的な
サービスの提供、職業倫理の向上促進、および世界平和に貢献すること
にある。その規約によれば新会員の加入基準については各地方クラブで
(しかし、定めることが許されているが、女性の加入は禁じられている
女性にもクラブの会議に参加したり、各種特典を得ること、および補助
団体を結成することは許されている)。
???????
1977年、カリフォルニア州Duarteの地方クラブは3人の女性の新加
入を認めた。これに対し、「世界組織Jはその規約に反するとして同クラ
ブの支部設立許可の取り消しと、構成員資格の剥奪を決定した。そこで、
同クラブは、「世界組織Jの処置は、性別、人種、宗教等にかかわらず、
におげ
る便宜、利益、施設、特典、サービスの十分かつ均等な享受を保障した
全ての人に対して全ての職業設立物(businessestablishments) 
カリフオ/レニア州、IUnruh市民権法に違反するとして、その禁止を求めて
郡裁判所に訴えを提起した。同裁判所は、ロータリー・クラブは Unruh
法のいう職業設立物ではないとして「世界組織jに有利な判決を下した
が、州控訴裁はこれを破棄し、女性加入を認めないという同組織の方針
は修正l条によって保護されないと判示して、同クラブの地位回復を認
めた。
[判旨] 最高裁は 7対Oで原判決を認容し、パウエノレ判事の筆になる法
廷意見は、最初に Roberts判決の枠組み(framework)によることを明
し、次のように述べた。
憲法はある種の親密な(intimate)あるいは個人的な(private)関係を
形成・維持するという選択の自由、すなわち、「個人的結合の自由j
(freedom of private association)を保障している。この憲法的保護が
与えられるかどうかは問題となる団体の規模、目的、会員の選択基準お
よび団体の重大な局面における他者の排除といった要素が検討されなけ
ればならない。本件においてロータリー・クラブの様々な特徴はこの憲
法的保護に値しないことを示している。すなわち、第一に、会員数につ
いて、上限が定められておらず、その十パーセントは絶えず、流動的であ
る。第二に、会員に与えられる多様な利益に慕づく人間関係は、親密な
いし個人的な関係とはいい難い。第三に、確かにロ}タリー・クラブは
公に対して完全に開かれてはいないが、かなり緩やかな会員選択基準に
基づき会員拡大が推奨されているという事実がある。そして第四に、部
四 外者がその活動の多くに参加しており、それらが地方新聞に報道される
九 ことを許している。これらの特徴からロータリークラブにはプライヴア
四 シーを保つ雰囲気(atmosphereof privacy)は、ほとんど存在していな
J¥ 
いといえ、従って、同州法の適用はその会員たちの「個人的結合の自由」
を侵害しない(2)。
次に、 NewYork State Club Association， Inc.， v.City of New 
York(3)においても最高裁は同様の判決を下した。本件は、その性質上公
的とみなされる団体内における差別を禁じたニューヨ}ク市人権法
は文面上違憲であるとして、私的団体の組合が訴えた事(1984年修正)
件である。
ニューヨーク市人権法は人種、信条、性別等に基づく公共施設[事実]
等における差別を禁じていたが、教育施設およびその性質上明らかに私
しかクラブや施設はこの例外であるとしていた。的とみなされる協会、
し、問法の 1984年修正は、慈善団体、および宗教団体以外の協会、クラ
ブ、施設が、 400名以上の会員を有し、商業やビジネスの促進のために
これを非会員に対して飲食物や施設スペ}ス等の提供等を行う場合は、
これに対し、ニューヨーク州に在る 125の例外とはみなさないとした。
私的団体の組合であるニューヨーク州クラブ連合は、ニューヨーク市を
相手どり、同法は修正1条および14条に反し、文面上違憲であるとの宣
言判決を求めて訴えた。
これに対して最高裁(ホワイト判事の法廷違憲)は、問弁|法は、“private
ということ等を理由とassociational right"を侵害するものではない伸、
して、州法を支持した原判決を 9対Oで認容する判決を下した。
Roberts判決は「親密な結合の自由jの保護の要件として、当該「結
その関係を開始・維持するという決合」が「比較的規模が小さいこと、
??
?
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その関係の重大な側面においての他および、定における高度の選択性、
者からの隔絶J(5)という性質を持っていることを挙げた。そして本事件
で問題となった Jayceesの支部は 400名以上の会員を有し、会員選択に
また同会が入会を拒否する女関しても年齢と性別以外に基準を持たず、
性が、その中核的活動に携わってきた点からみて、 Jayceesは「親密な結
合の自由」の保護を受けることはできないと判示した。 Roberts判決で
「親密な結示された、ある種の親密な人間関係を形成・維持するための
合の自由Jを認めるという考え方は、上に見たように Rotary判決および
N ew Y ork State Club Association判決においても確認され(ただ、
Rotary判決では「親密な結合の自由Jを「個人的結合の自由(freedomof 
この自由の保護を受けるprivate association) Jという言葉に置きかえ、
この結ための基準として「結合」の目的という要件をつけ加えている)、
ロータリー・クラブその他の大規模なクラブに対する同権利の保護果、
は与えられないことが示された。
ところがこれらの事例は比較的大規模な「結合Jを扱ったものである
より小規模な「結合」が問題となる場合には明確な先例を残すもため、
のとはならなかった。そこで前項で検討したように、当該「結合」の(そ
れが犠牲にされたならば自由も正義も存在しない程の)基本的自由性、
このような解釈上の不備を補うものとな摩史性や伝統性という要件は、
る。判例は、「憲法の条文における出自が容易には判らない権利を宣言す
ることは、州および連邦政府に対する、裁判官自身の価値選択の押しつ
け以上のものを含んでいるということを、最高裁と公に対して確認する
ために、最高裁は、拡大する法的保護に値する権利の特質をみきわめよ
うとしてきた」ω と述べ、同性愛者の関係に憲法上の保護を与えなかっ
(基本的自由性、歴史性、伝統性その理由はこの関係はこれらのたが、
また同居しているという)要件を満たさないとみなしたからであるし、
友人達の関係が保護されなかったのも同様の理由によると解釈しう
る(7)。このことから、いかに小規模で、選択性と他者からの隔絶性が高い
(つまり親密性が高い)関係・結合であっても、社会的に新しいタイプの
ものは「親密な結合の自由J(ないしは「個人的結合の自由J)によって
(この分析はいうまでもなく、保護されるのは難しいとみてよいだろう
?????
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判例変更がなければという条件付きである。というのは、Bowers判決が
この判決の際、同性愛きわどい 5対4で下されていることに由来する。
者の憲法上の権利を否定した法廷意見側に立ったのは、これを記したホ
ワイト判事と彼に同意したレーンクィスト、パーガー、パウエル、およ
びオコーナー判事であったが、この内、ホワイト判事とレーンクィスト
判事は、中絶の権利を初めて認めた Roe判決において反対意見側に立っ
ていた。他方、 Roe判決で法廷意見側に立ったプラックマン、プレナン、
マ}シャノレ、パ}ガ}、パウエル判事の内、前三者は Bowers判決で反
対意見側に立っている。またこの他、中絶を制限するミズーリ州法に5
対4で合憲判決が下された、最近のWebsterv. Reproductive Health 
Service et al. (1989)事件仰において、法廷意見を記したのはレーンクィ
スト判事であったが、これに反対したのは Bowers判決で同じく反対意
見側にいたブラックマン、プレナン、マーシャル、ステイ}ヴンスの四
判事であったo これらの判決の意見対立に端的に表れているように、プ
ライヴァシーの権利や「親密な結合の権利」に関わる領域(すなわち権
利章典に記されていない新しい権利を認めるかどうかという領域)にお
いて、合衆国最高裁内にはかなり色分げされうる価値観の対立が見られ
るようであるへなお、 Roberts判決で法廷意見を記したプレナン判事
とNewYork State Club Association判決で法廷意見を記したホワイ
ト判事は、 Roe判決およびBowers判決において意見が対立している
が、Rotary判決の法廷意見を記したパウエル判事はこの両判決において
いつでも法廷意見の側に立っている。このように各々立場を異にする三
判事が、各々の筆になる法廷意見において、「親密な結合の自由」という
権利章典にはない権利を認めているわ砂だが、おもしろいことにこの保
護をどこまで及ぽすかについてはー少なくとも二人の間では一考えが明 四
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およびVillage
ぴ結3. 
合衆国最高裁は、今日まで、避妊・出産・中絶などの性的自由、結婚
や子供の教育、親族との同居のような家族に関わる自由を憲法的に保護
これらの権利は権利章典に明示的にしかし、されるものと認めてきた。
記されているものではないため、憲法上保護される権利とすることに対
しては、憲法解釈の源泉を憲法条文や憲法の構造および起草者の意思に
おく解釈主義の立場から、結局は最高裁が基本的だと考えた権利のみが
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恋意的に認められるに過ぎないのではないかという厳しい批判があ
り(1)、また最高裁内部でもイガリターリアン・アクティヴイズムとコンテ
~ 
、時畠ンポラリー・パッシヴイズム氾色分げされる立場の違いを反映して、
れらの権利をどこまで認めるかについては見解が対立している(2)。この
ような状況にあって、他方では、最高裁がこれまで認めてきた権利は、
それぞれの領域に関する自己決定権として定式化できるとする見解があ
り、またこの権利を他の領域にまで拡大してゆくことを強く主張するも
のが学説には多く見られるが仰に最高裁に関していえば、そのような意図
はなくむしろ伝統的な家族秩序を守ろうとしているだけではないかとい
う説得力のある意見も存在すが九このような権利が今後の判決におい
て地の領域へ拡大されるかどうかは、最高裁を構成する個々の裁判宮の
哲学・思想傾向とその勢力関係の推移によって直接影響をうげるため、
必ずしも予測し難いものがある。しかし近時の判例が「親密な結合の自
由Jというある種の associationの権利を新たに宣言しそれによって上
述の(中絶を除いた)性・家族に関わる自由を一括して保護するという
枠組みを提示していると解釈し得ること、および、その保護の要件とし
て歴史性・伝統性の要件があると解釈できることは、何がプライヴァシー
の権利に該当するかの基準が不明確であるとの従来の批判に答えて、権
利の具体化を図り、いわゆるプライヴァシーの権利のインプレーション
化を防ごうとする側面がある、と見ることもできるのではないだろう
かω。このように「親密な結合の自由Jについて検討する限りでは、自己
決定権の拡大を予期させる傾向を見出すのは難しいようである。
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